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証券コード　1449
2020年３月12日

株　主　各　位
札幌市中央区大通東四丁目４番地18

株式会社　ＦＵＪＩジャパン
代 表 取 締 役 佐々木　忠　幸

第15回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第15回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お
手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示いただき、2020年３月26日（木曜日）午後６時（営業時間終了時）までに到
着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 2020年３月27日（金曜日）午前10時
２．場 所 札幌市中央区南九条西一丁目　ホテルノースシティ　２階「金柔の間」

末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照くださいますようお願い申し上
げます。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第15期（2019年１月１日から2019年12月31日まで）事業報告及び計算

書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案
第２号議案
第３号議案

定款一部変更の件
取締役６名選任の件
監査役１名選任の件

以　上

１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申し上げます。

２．なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネ
ット上の当社ウェブサイト（アドレス　https://www.fujijapan.net/）に修正後の事項を
掲載させていただきます。

３．当日、総会会場入り口にて当社製品の展示を予定しております。

－ 1 －

招集ご通知
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

( 2019年１月１日から
2019年12月31日まで )

１．会社の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当事業年度におけるわが国経済は、高水準を維持している企業収益を背景に雇用・所得

環境に改善が見られ、個人消費は底堅く推移するなど緩やかな回復基調で推移しましたが、

足元では米中貿易摩擦などによる海外経済の減速により、日本経済への影響が懸念される

など先行きの不透明感は続いております。

　リフォーム業界におきましては、リフォーム工事の事業者数は年々増加しており、専門

会社以外の大手ハウスメーカーや住宅設備メーカー、ホームセンター、インターネットサ

イトを利用した集客業者など多岐にわたっております。

　このような経済環境の中、当社では、北海道・東北・関東の三つのエリアの営業展開を

引き続き図り、営業活動を行ってまいりました。また、エリア拡大のため千葉支店の新規

出店を行い、ユーザーへの信用、安心を高めるとともに人材育成及び営業力強化に注力し

た体制作りを継続してまいりました。

　以上の結果、当事業年度における当社の業績は、売上高は1,507,871千円（前期比14.0％

増）、営業利益は79,303千円（前期比34.1％増）、経常利益は86,992千円（前期比60.8％

増）、当期純利益は60,541千円（前期比19.7％増）となりました。

　セグメント別の業績は、以下のとおりであります。

（外壁リフォーム工事）

　外壁リフォーム工事については、営業部の営業力強化により受注数は増加し、売上高は

1,334,986千円（前期比13.6％増）、セグメント利益は185,899千円（前期比21.2％増）と

なりました。

　なお、地域ごとの売上高の内訳としては、北海道地区（１支店）715,756千円（前期比

32.2％増）、東北地区（１支店）208,877千円（前期比34.8％減）、関東地区（２支店）

410,353千円（前期比30.8％増）となりました。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況
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（その他リフォーム工事）

　その他リフォーム工事については、法人向け工事の受注数は前年とほぼ変わらず、売上

高は68,266千円（前期比3.0％増）、セグメント利益は645千円（前期比79.6％減）となり

ました。

（材料販売）

　材料販売については、受注数が前期から大幅に増加し、売上高は104,618千円（前期比

29.5％増）、セグメント利益は13,249千円（前期比10.0％増）となりました。

(2) 設備投資の状況

　当事業年度において実施いたしました当社の設備投資の総額は24,182千円であります。

その内訳はサポート終了のためＰＣ機器の入れ替え及び新規車両リース契約であります。

(3) 資金調達の状況

　重要な資金調達はありません。

(4) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第12期 第13期 第14期 第15期

2016年12月期 2017年12月期 2018年12月期 2019年12月期

売 上 高 (千円) 1,053,513 1,235,978 1,322,591 1,507,871

経 常 利 益 (千円) 31,946 47,883 54,095 86,992

当 期 純 利 益 (千円) 21,076 31,594 50,563 60,541

１株当たり当期純利益 (円) 10.81 16.20 25.80 28.42

総 資 産 (千円) 370,234 417,410 487,955 572,847

純 資 産 (千円) 109,462 141,056 232,467 293,009

１ 株 当 た り 純 資 産 （円） 56.13 72.34 109.14 137.56

（注）当社は、2018年10月17日付で普通株式１株につき100株の割合で、また、2019年７月１日付で

普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。第12期（2016年12月期）の期

首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算

定しております。

－ 3 －
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(5) 対処すべき課題

　当社が持続的な成長を実現し、株主価値を高めるために対処すべき課題として、以下を

認識しております。

①関東エリアの拡大について

　北海道・東北エリアに対して、ターゲット先の割合が高い関東エリアの市場拡大を強化

します。当社の製品及び施工方法を更に社会に認知してもらうため、新規出店を継続して

まいります。それに伴い、人材の確保、材料の物流ラインの確保、地元施工会社の開拓等

をスムーズに行う必要があり、各部門の強化に取り組んでまいります。

②人材育成の強化について

　当社の原動力となる人材育成に関しましては、これまで同様、社内育成による人材力の

強化を、最優先事項として取り組んでまいります。お客様のニーズを汲み取り、的確な提

案を行えることによって、お客様の信頼を得られると考えております。

③施工生産性の強化

　施工現場における生産性を高めるためには、一定の基準を満たす指定工事店の選定と確

保が重要な課題と認識しております。昨今、施工職人は人手不足のなか、既存取引先の指

定工事店と打合せを密に行うことで連携を図り、また紹介や情報交換によって、新たな指

定工事店の確保にも努めてまいりたいと考えております。

④施工品質の向上

　施工生産性の強化とともに、施工品質の向上も重要な課題として認識しております。当

社では、外壁リフォーム工事の施工に10年間保証を付けております。施工水準の徹底によ

る施工技術の向上や、お客様アンケートを指定工事店へフィードバックすることにより顧

客満足度を高め、施工品質の向上に努めてまいりたいと考えております。また、アフター

サービスについても迅速かつ誠実な対応を心掛けております。

⑤パートナー企業の開拓

　当社が取り扱う自社オリジナル製品及び建築資材の拡販と、顧客を対象としたリピート

ビジネスを構築するために、取扱いを任せることのできる販売力と技術力に優れたパート

ナーを開拓してまいります。

－ 4 －

当事業年度の事業の状況、設備投資の状況、資金調達の状況、直前３事業年度の財産及び損益の状況、対処すべき課題
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⑥安全性の向上

　安全性の向上は最重要課題と認識しております。自然災害に対する危機管理能力の対応

意識を持ち緊急事態に備えてまいります。現場ＣＳ（顧客満足）ルールを指定工事店に周

知することで、安全性の意識の向上も図っております。危険予知活動を、組織的に行うこ

とにより現場での事故の根絶を目指しております。

⑦利益率の向上

　現場管理の更なる強化を図るとともに、原価の見直しを図ることで、利益の確保に努め、

適切で効率的な業務を行ってまいります。

⑧経営管理機能の強化

　経営の効率化を図るためには、全社的な内部統制システムの整備と運用、コーポレート・

ガバナンス機能の強化が不可欠と考えております。この課題に対する施策としては、業務

フローの精査に加え、内部監査の充実等に取り組むことで内部統制機能を高めてまいりま

す。更にコーポレート・ガバナンス機能の強化として、意思決定の明確化、組織体制の更

なる向上、内部監査及び監査役監査の充実と会計監査人との連携を図ってまいります。

(6) 主要な事業内容（2019年12月31日現在）

　当社は、自社オリジナル製品を有し、企画提案から施工、メンテナンスまで一貫した、

外壁リフォーム工事の販売並びに施工を行っております。主たる事業である外壁リフォー

ム工事の他、エクステリア及び水廻り等のリフォーム工事を行うその他リフォーム工事と、

当社オリジナルの外壁材・施工資材等を直接、工務店などの法人に対して卸販売を行う材

料販売があります。

(7) 主要な営業所（2019年12月31日現在）

本社：札幌市中央区大通東四丁目４番地18

支店：札幌支店、仙台支店、横浜支店、千葉支店

（注）2019年４月30日付で、千葉支店を開設いたしました。

－ 5 －

対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所
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(8) 従業員の状況（2019年12月31日現在）

従 業 員
 

数（人） 前事業年度末比増減 平 均 年
 

齢（歳） 平均勤続年
 

数（年）

64(3) 10名増(3名増) 36.9 5.2

セ グ メ ン ト の 名 称 従 業 員
 

数（人）

外 壁 リ フ ォ ー ム 工 事 38

そ の 他 リ フ ォ ー ム 工 事 10

材 料 販 売 2

全
 

社（共
 

通） 14(3)

合 計 64(3)

（注）１．従業員数は就業人員であり、使用人兼務役員３名を含んでおります。パート従事者は内

数で記載しております。

２．全社（共通）は管理部門、技術開発室及び総合企画室の従業員であります。

(9) 主要な借入先の状況（2019年12月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 北 洋 銀 行 46,518千円

株 式 会 社 北 海 道 銀 行 3,750千円

合 計 50,268千円

(10) その他会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

－ 6 －

従業員の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項
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２．会社の株式に関する事項（2019年12月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 2,600,000株

(2) 発行済株式の総数 2,130,000株

(3) 株主数 234名

(4) 大株主の状況（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

佐 々 木 　 忠 　 幸 1,650,000株 77.46％

須 田 忠 雄 70,800 3.32

Ｆ Ｕ Ｊ Ｉ ジ ャ パ ン 従 業 員 持 株 会 63,000 2.95

松 井 証 券 株 式 会 社 35,600 1.67

樋 口 俊 一 30,000 1.40

佐 賀 一 郎 30,000 1.40

金 澤 　 茂 16,000 0.75

清 武 秀 男 15,000 0.70

深 井 　 大 14,000 0.65

渡 辺 展 規 10,800 0.50

（注）2019年５月31日開催の取締役会において、2019年７月１日付で普通株式１株につき３株

の割合で株式分割を行うことを決議いたしました。これにより、発行済株式は1,420,000

株増加して2,130,000株となっております。

３．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

－ 7 －

会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項
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４．会社役員に関する事項（2019年12月31日現在）

(1) 取締役及び監査役の氏名等

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 佐 々 木 　 忠 　 幸

取 締 役 樋 口 俊 一 管 理 部 部 長

取 締 役 佐 賀 一 郎 株 式 会 社 海 鉄 代 表 取 締 役

取 締 役 黒 川 明 則 メ ン テ ナ ン ス サ ー ビ ス 部 部 長

取 締 役 大 高 　 誠 関 東 ブ ロ ッ ク 営 業 部 部 長

常 勤 監 査 役 大 内 　 宏

監 査 役 國 見 政 明 株 式 会 社 北 海 道 マ テ リ ア ル 代 表 取 締 役

監 査 役 清 水 祥 行 Ｄ サ ポ ー ト 株 式 会 社 代 表 取 締 役

（注）１．監査役大内宏氏及び清水祥行氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．監査役大内宏氏及び清水祥行氏は、札幌証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。

３．社外取締役を置くことが相当でないと判断した理由は以下のとおりです。

　当社は、迅速でタイムリーな意思決定を行うことを第一に考え、取締役会は少数の人

員でお互いの牽制機能を有効に働かせながら運営してまいりました。しかしながら、当

社といたしましても、社外取締役選任の有効性については認識しており、現在、社外取

締役の選定を行っているところであります。選定に当たっては、企業経営全般に対する

知見に加え、当社が属するリフォーム業界の特殊性を理解し、当社経営陣からの独立性

を有することを要件としておりますが、本定時株主総会において、候補者を議案にて提

出しております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は各監査役との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額

となります。

－ 8 －

会社役員に関する事項
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(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 ５名 41,430千円

監 査 役
 

（う ち 社 外 監 査
 

役）
３名

（２名）
4,200千円

（3,600千円）

合 計
 

（う ち 社 外 役
 

員）
８名

（２名）
45,630千円
（3,600千円）

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務役員の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、2005年３月25日開催の臨時株主総会において年額100百万円以内

と決議されております。

３．監査役の報酬限度額は、2005年８月25日開催の臨時株主総会において年額30百万円以内

と決議されております。

(4) 社外役員に関する事項

　①重要な兼職先と当社との関係

区分 氏 名 兼 職 先 兼職内容 兼 職 先 と 当 社 と の 関 係

監 査 役 清水　祥行 Ｄサポート株式会社 代表取締役
当社と兼職先の間に重要な取引
その他の関係はありません。

　②当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 発 言 状 況

常 勤 監 査 役 大 内 　 　 宏
当事業年度に開催された取締役会17回すべて、監査役会14回
すべてに出席し、これまでの経歴を通じて培われた知識や経
験に基づき、適宜発言を行っております。

監 査 役 清 水 　 祥 行
当事業年度に開催された取締役会17回すべて、監査役会14回
すべてに出席し、これまでの経歴を通じて培われた知識や経
験に基づき、適宜発言を行っております。

－ 9 －

会社役員に関する事項



2020/02/27 16:40:25 / 19591205_株式会社ＦＵＪＩジャパン_招集通知

５．会計監査人の状況
(1) 名称　　　　　　　　　　　太陽有限責任監査法人

(2) 当事業年度にかかる会計監査人の報酬等の額

項　　　　目 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 8,400千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 8,400千円

（注）１．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分出来ませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況や報酬見積りの算出根拠

などを確認し、監査報酬額の見積りの妥当性を検討したうえで、会計監査人の報酬等に

ついて、同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社では会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合、監査役会は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。また、上記

の場合のほか、会計監査人の適格性及び独立性を害する事由等の発生により、適正な監査

の遂行が困難であると認められた場合、監査役会は、株主総会に提出する会計監査人の解

任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　当社は太陽有限責任監査法人との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令の定める最低

責任限度額となります。

－ 10 －
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための基本方針

　当社は、業務の適正性を確保するための体制として「内部統制に関する基本方針」を定

めており、当該方針に基づき内部統制システムの運用を行っております。その概要は、以

下のとおりであります。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ａ．取締役及び使用人が法令・定款及び当社の経営理念を遵守することが企業経営にお

ける最優先事項と位置づけ、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合

するよう周知徹底する。

ｂ．取締役及び使用人は、重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実

を発見した場合、ただちに取締役会に報告するものとする。また内部通報制度とし

て、社内担当部署もしくは社外の弁護士に直接通報が可能な「公益通報者保護規程」

を運用し、不正行為等の早期発見と是正を図り、法令遵守を旨とする当社の健全な

経営に資することとする。なお、当該報告をしたことを理由として不利な取り扱い

を行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。

ｃ．取締役及び使用人の業務の適法性・妥当性については、監査役及び内部監査人が、

「監査役会規程」「監査役監査基準」「内部統制システムに係る監査の実施基準」

「内部監査規程」等の社内規程に従って監査を行い、その指摘に基づいて各部の業

務管理・運営制度を整備・拡充する。

ｄ．取締役及び使用人は、適正な財務報告を行うことが社会的信用の維持・向上のため

に極めて重要であることを認識し、財務報告の適正性を確保するため、財務諸表の

作成過程において虚偽記載並びに誤謬等が生じないよう実効性のある内部統制を構

築する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ａ．「文書管理規程」に基づき、管理責任者は次の各号に定める文書（電磁的記録を含

む。）を関連資料とともに保存する。なお、取締役及び監査役は、必要に応じてこ

れらの情報を閲覧することができるものとする。

（Ⅰ）株主総会議事録

（Ⅱ）取締役会議事録

（Ⅲ）その他取締役の職務執行に関する重要な文書

ｂ．前号の他、会社業務に関する文書の保存及び管理については「文書管理規程」及び

「文書保存期間一覧表」に基づき適正に保存・管理する。

－ 11 －
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③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ．事業に関わるリスクは、「リスクマネジメント規程」に基づき、リスク管理委員会

が評価・分析し、対応策を協議する。また協議・承認されたリスクは取締役会に報

告するものとする。

ｂ．取締役及び使用人は不正や誤謬等の情報を得た場合は、リスク管理委員会に報告す

るものとする。

ｃ．危機が発生した場合には、「経営危機管理規程」に従って、対策本部を設置し、部

門責任者、危機管理に関する主管部門である管理部及び、代表取締役へ、正確かつ

迅速に報告することで、当該危機に対して適切に対応する。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制構築の基礎とし

て、毎月１回定時取締役会を開催する他、必要に応じて臨時取締役会を開催するこ

とで、取締役の職務の執行を監督する。

ｂ．取締役の職務の執行に必要な組織及び組織の管理、並びに職務権限、責任について

は、「取締役会規程」「職務権限規程」「職務分掌規程」等の社内規程に従って定

め、業務の組織的かつ能率的な運営を図る。

ｃ．中長期の経営方針の下で、年度計画を立案し、月次で予算管理を行いながら、当該

計画達成に向けて社内の意思統一を図る。

⑤当社並びにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社には現在子会社は存在しないため、企業集団における業務の適正を確保するための

体制はありません。

⑥監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項並びに当該使用人の取締役からの独立性

及び指示の実効性の確保に関する事項

ａ．監査役がその職務を補助する使用人（以下「補助使用人」）を置くことを求めた場

合においては適切な人員配置を行う。ただし、その補助使用人は他の部署と兼務と

するが、その独立性を確保するため、監査役の指示による職務に関しては、取締役

及び補助使用人の属する組織の上長の指揮命令は受けないものとする。

ｂ．補助使用人の人選は、監査役の職務遂行上必要な知識・能力を勘案し、監査役と協

議のうえ決定する。

－ 12 －
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ｃ．補助使用人は、当社の就業規則に従うが、当該職務に関する指揮命令権は監査役に

属するものとし、異動・評価・懲戒等の人事事項については監査役と事前に協議し、

監査役の同意を得たうえ実施する。

⑦取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

ａ．各監査役は、原則として取締役会に出席し、また取締役会以外の重要な会議体にも

出席し、取締役及び使用人から職務執行状況の報告を必要に応じて求めることがで

きる。

ｂ．取締役及び使用人は、法令・定款及び社内規程、その他重大な倫理に違反したと認

められる行為を発見した場合には、直ちに書面もしくは口頭にてリスク管理委員会

を経由して監査役に報告する。また公益者通報制度を設け通報対応責任者が重大と

判断した場合も、直ちに書面もしくは口頭にて監査役に報告する。

⑧監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役の職務の執行に協力し監査の実効を担保するため、監査費用のための予

算措置を行い、監査役の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、監査役の職務

の執行に係る費用の支払いや債務の処理を行う。

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ａ．取締役は、監査役監査の実効性を高めるため、重要書類の閲覧、社内各部門の実地

調査、会計監査人との会合等の調査活動に協力する。

ｂ．監査役は、取締役会などの重要会議へ出席し、経営における重要な意思決定及び業

務の執行状況を把握し、意見を述べることができる。

ｃ．監査役は、内部監査人・会計監査人と意見交換の場を持ち、定期的又は随時情報交

換を実施する。

ｄ．監査役は、管理部等その他の各部門に対して、随時必要に応じ、監査への協力を指

示することができる。

⑩反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

ａ．当社は、反社会的勢力排除を社会的責任の観点から必要かつ重要であると認識し、

いかなる場合においても反社会的勢力と営業取引及び営業外取引を一切行わず、金

銭その他経済的利益を提供しないことを基本方針とする。

ｂ．当社における反社会的勢力排除体制として、「反社会的勢力対策規程」を制定し、

主管部署は管理部として、運用するものとする。また顧客、取引先、採用予定者に

－ 13 －
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対して、インターネットを利用した新聞記事検索や風評確認による属性チェックを

行う。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間（当事業年度の末日から遡

って１年間）における実施状況は以下のとおりであります。

①取締役会を17回開催し、法令等に定められた事項や経営方針・予算の策定等経営に関す

る重要事実を決定し、月次の経営業績の分析・対策・評価を検討するとともに法令・定

款等への適合性及び業務の適正性の観点から審議いたしました。

②監査役会を14回開催し、監査方針・監査計画を協議決定し、重要な社内会議への出席、

業務及び財産の状況の監査、取締役の職務執行の監査、法令・定款等への遵守について

監査いたしました。

③財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に鑑み、策定した実施計画に基づき内部統制評

価を実施しました。

④業務上抱える各種リスクを正確に把握・分析し、適切に対処するためのリスク管理委員

会を開催し、リスクマネジメントの推進、課題や対応策を協議しております。

－ 14 －
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７．会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。

８．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、経営基盤の強化や財務安全性を優先する必要性により、創業以来配当を実施して

おりませんが、株主の皆様に対する利益還元を、経営の重要課題の一つとして位置付けてお

ります。

　今後につきまして、将来の事業発展のために必要な内部留保の充実を考慮したうえで、各

事業年度の経営成績及び財政状況を勘案しつつ、利益配当による株主に対する利益還元を検

討していく所存であります。なお、内部留保資金につきましては、今後の販売エリア拡大の

ための出店資金に充当してまいります。

　当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としておりま

す。これらの剰余金の配当等の決定機関は、取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、当期純利益を計上いたしましたが、経営体質及び今後

の事業展開、内部留保の充実を図るために、無配とさせていただきました。

　また、経営の機動性と柔軟性の向上を図り、もって株主利益の向上に資するため、「剰余

金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場

合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議によって定める」旨を定款に定めており

ます。

－ 15 －
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貸　借　対　照　表
（2019年12月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

完 成 工 事 未 収 入 金

売 掛 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 成 工 事 支 出 金

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 輌 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

保 険 積 立 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

388,665

174,187

156,392

4,317

32,163

11,725

6,501

3,378

184,182

107,789

26,071

500

13,165

57,821

10,232

2,527

2,527

73,864

60,804

6,804

190

4,814

1,250

流 動 負 債 217,862

買 掛 金 2,564

工 事 未 払 金 87,175

短 期 借 入 金 20,000

１年内返済予定の長期借入金 14,184

リ ー ス 債 務 1,140

未 払 金 12,356

未 払 費 用 41,495

未 払 法 人 税 等 14,566

未 成 工 事 受 入 金 1,369

前 受 金 2,514

預 り 金 1,745

完成工事補償引当金 4,230

損 害 賠 償 引 当 金 2,149

前 受 収 益 314

そ の 他 12,057

固 定 負 債 61,976

長 期 借 入 金 16,084

リ ー ス 債 務 9,004

預 り 敷 金 保 証 金 36,888

負 債 合 計 279,838

純 資 産 の 部

株 主 資 本 293,009

資 本 金 65,424

資 本 剰 余 金 20,424

資 本 準 備 金 20,424

利 益 剰 余 金 207,161

そ の 他 利 益 剰 余 金 207,161

繰 越 利 益 剰 余 金 207,161

純 資 産 合 計 293,009

資 産 合 計 572,847 負 債 及 び 純 資 産 合 計 572,847

－ 16 －
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損　益　計　算　書

( 2019年１月１日から
2019年12月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,507,871

売 上 原 価 884,334

売 上 総 利 益 623,536

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 544,233

営 業 利 益 79,303

営 業 外 収 益

受 取 利 息 879

賃 貸 収 入 3,426

受 取 保 険 金 2,561

保 険 差 益 1,312

そ の 他 864 9,044

営 業 外 費 用

支 払 利 息 675

支 払 保 証 料 177

賃 貸 収 入 原 価 456

そ の 他 45 1,355

経 常 利 益 86,992

特 別 利 益

保 険 解 約 益 1,179 1,179

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 298

損 害 賠 償 引 当 金 繰 入 額 2,149 2,448

税 引 前 当 期 純 利 益 85,724

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 25,738

法 人 税 等 調 整 額 △555 25,182

当 期 純 利 益 60,541

－ 17 －
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株主資本等変動計算書

( 2019年１月１日から
2019年12月31日まで )

（単位：千円）

株 主 資 本

純 資 産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

そ の 他
利益剰余金

利益剰余金
合 計

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 65,424 20,424 20,424 146,619 146,619 232,467 232,467

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 60,541 60,541 60,541 60,541

当期変動額合計 60,541 60,541 60,541 60,541

当 期 末 残 高 65,424 20,424 20,424 207,161 207,161 293,009 293,009

－ 18 －
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個　別　注　記　表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 原材料

　総平均法による原価法（貸借対照表の価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

を採用しております。

(2) 未成工事支出金

　個別法による原価法（貸借対照表の価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を

採用しております。

(3) 貯蔵品

　移動平均法による原価法（貸借対照表の価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備については、定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物 10～34年

車輌運搬具 ２年

工具、器具及び備品 ３～20年

　また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における見

込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

－ 19 －
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３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

　なお、当事業年度においては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等もないため、貸倒

引当金を計上しておりません。

(2) 完成工事補償引当金

　工事のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、工事費用見積額を計上して

おります。

(3) 損害賠償引当金

　損害賠償金等の発生に備えるため、発生見込額を計上しております。

４．その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

（表示方法の変更に関する注記）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）を

当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延

税金負債は固定負債の区分に表示しております。

（貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 37,580千円

（損益計算書に関する注記）

　該当事項はありません。

－ 20 －
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当 事 業 年 度

期 首 株 式 数

当 事 業 年 度

増 加 株 式 数

当 事 業 年 度

減 少 株 式 数

当 事 業 年 度

期 末 株 式 数

普 通 株 式 710,000株 1,420,000株 － 2,130,000株

（注）普通株式の当事業年度増加株式数1,420,000株は、2019年７月１日付で普通株式１株に

　　つき３株の割合で株式分割を行ったことによる増加であります。

２．自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

３．剰余金の配当に関する事項

　該当事項はありません。

４．当事業年度末の新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　該当事項はありません。

－ 21 －
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については、一時的に生じる余資を流動性の高い金融資産で運用し、

資金調達については短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である完成工事未収入金及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

営業債務である工事未払金及び買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日です。

　借入金は、営業取引に係る資金調達であり、返済期日は決算日後、最長で２年６ヶ月後

であります。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、取引先の状況を定期的にモニタリン

グし、取引先相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券等はございません。

　借入金に係る金利の変動リスクに対しては、全て金利を固定化しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部門の報告を受け管理部が月次に資金繰計画を更新するなどの方法により、

流動性リスクを管理しております。

－ 22 －

個別注記表



2020/02/27 16:40:25 / 19591205_株式会社ＦＵＪＩジャパン_招集通知

２．金融商品の時価等に関する事項

　2019年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めて

おりません。（（注）２をご参照ください）。
（単位：千円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 174,187 174,187 －

(2) 完成工事未収入金 156,392 156,392 －

(3) 売掛金 4,317 4,317 －

資産計 334,897 334,897 －

(1) 買掛金 2,564 2,564 －

(2) 工事未払金 87,175 87,175 －

(3) 短期借入金 20,000 20,000 －

(4) 未払金 12,356 12,356 －

(5) 未払法人税等 14,566 14,566 －

(6) 長期借入金（※１） 30,268 30,263 4

(7) リース債務（※２） 10,144 10,072 71

負債計 177,074 176,998 76

※１　１年内返済予定の長期借入金を含めております。
※２　流動負債のリース債務と固定負債のリース債務を合計して表示しております。

－ 23 －
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（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
資　産
(1）現金及び預金、(2）完成工事未収入金、(3）売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

負　債
(1）買掛金、(2）工事未払金、(3）短期借入金、(4）未払金、(5）未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額によっております。

(6）長期借入金、(7)リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規取引を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区 分 貸 借 対 照 表 計 上 額

敷金及び保証金 60,804

預り敷金保証金 36,888

敷金及び保証金、預り敷金保証金については市場価格がなく、かつ、償還予定時期及
び返還予定時期を合理的に見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と
認められるものであるため、上表に含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）
１．賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社は、札幌市において、本社ビル（土地を含む。）の一部を賃貸用として供しているた
め、自社利用部分を含めて当該不動産を賃貸等不動産として時価注記の対象としております。

２．賃貸不動産の時価に関する事項

貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

82,656千円 174,188千円

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当事業年度末の時価は、固定資産税評価額を基にした金額を使用しております。

－ 24 －
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

完成工事補償引当金 1,447千円

未払事業税 1,536千円

原材料評価損 1,214千円

見積工事原価 779千円

　 繰延税金資産合計 4,977千円

　 繰延税金負債

見積保険差益 △162千円

　 繰延税金負債合計 △162千円

　 繰延税金資産の純額 4,814千円

（関連当事者との取引に関する注記）
　該当事項はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 137円56銭
２．１株当たり当期純利益 28円42銭
（注）当社は、2019年７月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりま

す。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１
株当たり当期純利益を算定しております。

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。

－ 25 －
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
2020年２月18日

株式会社ＦＵＪＩジャパン
　取締役会　御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 前田　裕次　　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 宮崎　哲　　　㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＦＵＪＩジャパンの2019年１月１日
から2019年12月31日までの第15期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2019年１月１日から2019年12月31日までの第15期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、また
業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、
取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号
に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

2．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ

ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人である太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　2020年２月20日

株式会社ＦＵＪⅠジャパン　監査役会

常勤監査役（社外監査役）　大内　　宏　　　㊞

社外監査役　　　　　　　　清水　祥行　　　㊞

監査役　　　　　　　　　　國見　政明　　　㊞

以　上

－ 27 －

監査役会の監査報告書、発行可能株式総数決議
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株主総会参考書類

第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　　当社株式の流動性の向上及び将来の事業拡大に備えた機動的な資金調達を可能にするた

　　めに、現行定款第６条（発行可能株式総数）について、発行可能株式総数を現行の　　

　　2,600,000株から8,520,000株に変更するものであります。

２．変更の内容

　　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現行定款 変更案

第１条～第５条　　（条文省略）

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、

　　　2,600,000株とする。

第７条～第44条　　（条文省略）

第１条～第５条　　（現行どおり）

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、

　　　8,520,000株とする。

第７条～第44条　　（現行どおり）

－ 28 －

監査役会の監査報告書、発行可能株式総数決議
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第２号議案　取締役６名選任の件

　取締役全員（５名）が、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきまし

ては経営強化のため、社外取締役１名の新任を含め取締役６名の選任をお願いいたした

いと存じます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式の数

１
さ

佐
さ

々
き

木
 

　
ただ

忠
 

　
ゆき

幸
（1967年１月３日生）

1991年 ４月 ㈱大仁建設入社

1,650,000株

1995年 ８月 ㈲新日本開発取締役就任

1995年 ８月 ㈱富士建材入社

2001年 ４月 同社取締役就任

2005年 ３月 当社設立代表取締役就任（現任）

２
ひ

樋
ぐち

口
しゅん

俊
いち

一
（1974年１月16日生）

1994年 ４月 ㈱協関建設入社

30,000株

1995年 11月 ㈱富士建材入社

2005年 ４月 当社入社

2005年 10月 当社取締役就任管理部次長

2008年 ８月 当社取締役辞任

2010年

2014年

2016年

５月

９月

１月

当社取締役就任（現任）営業部部長

当社メンテナンスサービス部部長

当社管理部部長（現任）

３
くろ

黒
かわ

川
あき

明
のり

則
（1965年７月20日生）

1992年 ４月 ㈱上田商会入社

9,000株

1995年 ４月 ㈱黒川コンクリート工業所入社

1999年 ４月 ㈱富士建材入社

2008年 １月 ㈱ベストサポート代表取締役就任

2009年 10月 ㈱マドレウィン・パートナーズ入社

2010年

2016年

１月

１月

当社入社

当社ＭＳ＆商事部（現メンテナンスサ

ービス部）部長（現任）

2016年 ３月 当社取締役就任（現任）

－ 29 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式の数

４
おお

大
たか

高
 

　
まこと

誠
（1974年６月16日生）

1994年 ３月 ㈱トヨホク入社

2,000株

1998年 ３月 三和舗道㈱入社

1999年 11月 ㈲ゆうサポート入社

2001年 ９月 ㈲ササキ管工入社

2007年 ４月 トルース㈱代表取締役就任

2010年 10月 当社入社

2016年 10月 当社営業部部長

2017年 １月 当社南ブロック営業部部長

2017年

2017年

３月

８月

当社取締役就任（現任）

当社関東ブロック営業部部長（現任）

５
※

た

田
なか

中
とも

智
あき

章
（1970年12月８日生）

1993年

1998年

2008年

2019年

2020年

４月

５月

10月

１月

１月

㈲ＮＯＢＡ21札幌入社

㈲ノースリバー入社

当社入社

当社北海道ブロック営業部部長

当社北ブロック営業部部長（現任）

3,000株

６
※

し

清
みず

水
よし

祥
ゆき

行
（1968年10月11日生）

1992年

1996年

1998年

2003年

2009年

2009年

2018年

４月

８月

４月

３月

３月

６月

８月

山一証券㈱入社

㈱ビジネスクリニック入社

佐藤等公認会計士事務所入社

データサポート㈱（現：Ｄサポート

㈱）代表取締役就任（現任）

当社社外監査役就任

当社社外監査役辞任

当社社外監査役就任（現任）

0株

（注）１．※印は、新任の取締役候補者であります。

２．各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。

３．取締役候補者清水祥行氏は社外取締役候補者であります。

社外取締役候補者とした理由は、長年経営コンサルタントとして、豊富な経験と幅広い

見識を有しております。これらの経験と見識に基づき、当社の社外取締役として職務を

遂行していただけると判断し、社外取締役候補者としております。

同氏は現在当社の社外監査役でありますが、本定時株主総会終結の時をもって監査役を

辞任いたします。同氏の監査役としての在任期間は本定時株主総会終結の時をもって１

年７か月であります。

－ 30 －

取締役選任議案
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４．当社は、清水祥行氏との間で、社外監査役として会社法第427条第１項の規程に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基

づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額としており、同氏が社外

取締役に選任された場合には、同氏との間で、社外取締役として新たに同様の契約を締

結する予定であります。

５．当社は、清水祥行氏を札幌証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出ております。なお、同氏が社外取締役に選任された場合には、引き続き独立役

員とする予定であります。

６．取締役候補者佐々木忠幸氏は当社の大株主であり親会社等に該当します。

－ 31 －

取締役選任議案
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第３号議案　監査役１名選任の件

　監査役清水祥行氏は、本株主総会終結の時をもって辞任いたします。つきましては、

社外監査役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。なお、本議案につきましては、

監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
 

（生 年 月
 

日）
略 歴 、 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式の数

すみ

住
よし

吉
てる

輝
あき

昭
（1950年６月７日生）

1974年 ４月  北海道拓殖銀行入行

0株

1993年 １月  同行旭川東支店長就任

1995年 10月 同行検査部検査役就任

1997年

1998年

1998年

2002年

2004年

2006年

2009年

１月

９月

11月

７月

10月

３月

３月

同行東屯田支店長就任

同行桑園支店長就任

北洋銀行入行　北五条通支店長就任

同行苫小牧中央支店長就任

髙橋水産㈱入社　管理部部長就任（出

向）

同社専務取締役就任

㈱ニッショーコーポレーション（髙橋

水産㈱子会社）代表取締役就任

2010年

2017年

７月

５月

㈱福田水文センター入社　総務部部

長就任

同社退社

（注）１．住吉輝昭氏は、新任監査役候補者であります。

　　　２．監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

３．監査役候補者住吉輝昭氏は社外監査役候補者であります。

同氏を社外監査役候補者とした理由は、金融機関による長年の経験と財務等に関する豊

富な知見を有しており、これらの経験と知見に基づき、取締役の業務執行の適法性、会

計監査の相当性を客観的な視点から公正に判定するとともに、有益な助言により経営の

健全性確保に貢献していただけると判断し、社外監査役候補者としております。

４．住吉輝昭氏が原案どおり選任された場合、当社は同氏との間で会社法第423条第１項の賠

償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責

任の限度額は、法令の定める最低責任限度額となります。

以　上

－ 32 －

監査役選任議案



2020/02/27 16:40:25 / 19591205_株式会社ＦＵＪＩジャパン_招集通知

メ　　モ

メモ



2020/02/27 16:40:25 / 19591205_株式会社ＦＵＪＩジャパン_招集通知

メ　　モ

メモ



2020/02/27 16:40:25 / 19591205_株式会社ＦＵＪＩジャパン_招集通知

株主総会　会場ご案内図

会場　札幌市中央区南九条西一丁目

ホテルノースシティ　２階「金柔の間」

電話　（011）512－9748（代表）

ＵＲＬ http://www.northcity.or.jp/

ホテルノースシティ

東豊線 豊水すすきの駅南北線 すすきの駅

南北線 中島公園駅南９条通り

南４条通り

南１条通り

狸小路

西２丁目 西１丁目

豊平川豊平川

南９条橋

東豊線 豊水すすきの駅南北線 すすきの駅

南北線 中島公園駅南９条通り

南４条通り

南１条通り

狸小路

南９条橋

東豊線 大通駅南北線 大通駅

西４丁目 西３丁目

すすきの

三越 丸井今井

テレビ塔

至千歳

１番出口

札
幌
駅
前
通

交通のご案内

●地下鉄南北線ご利用の場合

地下鉄　南北線　中島公園駅下車　１番出口より徒歩約３分

地図




